
平成２０年度包括外部監査の結果に対する改善措置
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監査対象：１．総括的意見

意見 改善措置

（１）指定管理制度対象施設の範囲に 近隣施設との一体的管理による効率化については、次回の選定前に、
ついて 施設のあり方自体から検討を行う。

① 管理範囲の設定について 指定管理業務の範囲については、選定前に作成する「当該施設の管理
（３－１－１頁） における指定管理者制度活用の実施方針」（以下「実施方針」という。）

公の施設１単位に拘泥することな の中で検討するよう、「指定管理者の指定手続き等に関するガイドライ
く、また、所管部局の枠に拘泥する ン」（以下「手続きガイドライン」という。）を平成２１年度中に改正す
ことなく、相乗効果等も考慮して、 る。
指定管理対象施設の範囲を決定する
ことが望まれる。

（２）指定管理者選定における問題に 次回の選定に当たっては、非公募理由を再検証した上で、公募、非公
ついて 募を決定するなど、適切な運用を行う。

① 公募の実施について 公募団体の応募基準については、地方自治法の兼業禁止規定に準じて
（３－１－１頁） 運用するよう、手続きガイドラインを改正する。

指定管理者の選定は、入札方式に
よらず、原則として、公募によるプ
ロポーザル方式が採用されている
が、非公募により選定されている例
も多い。また、契約における所謂、
兼業禁止規定の適用もない。透明性
確保に向けて、法制度等のより一層
の整備が望まれる。

② 選定委員会における透明性・公正 選定委員会には財務諸表の審査に精通した委員（公認会計士・中小企
性の確保について 業診断士等）を必ず複数選任するよう、手続きガイドラインを改正して

（３－１－５頁） 平成２１年度の選定から実施する。
指定管理者は公募を原則としてい 応募計画概要の選定前公表、委員会の審議概要の随時公表等を行うよ
ることから、応募する団体間の競争 う、手続きガイドラインを改正して平成２１年度の選定から実施し、選
が予想される。しかも、客観的な数 定過程における情報公開を一層進める。
値である応募価格で決定する入札方
式と異なり、審査によって決定され
ることから、選定の過程や手続の公
正性と透明性の確保が、制度運営上
重要である。

③ 選考における財務数値の審査につ 選定基準の「指定管理者の指定を受けようとする団体が事業計画に沿
いて った管理を安定して行う能力を有するものであること」及び審査項目の

（３－１－８頁） 「財務状況」等の業務継続能力に関する審査について、他の項目とは別
指定管理者が指定期間中、指定管 に扱う仕組みを検討し、手続きガイドラインを改正して平成２１年度の

理業務を安定的に実施する能力を有 選定から実施する。
していなければならないことは、選
考における最も基本的な事項の一つ
である。この能力を測るうえで最も
重要な資料が、指定管理者の提出す
る団体としての決算書であるが、従
来の選考において、決算書の数値が
十分に活用されているとは言えな
い。今後、一層活用するための仕組
み作りが望まれる。

④ 再委託割合の高い指定管理者の選 「管理運営体制」の審査項目の「外部委託に係る実施計画の妥当性」
定について に関する審査・確認を徹底するよう、平成２１年度中に手続きガイドラ

（３－１－１０頁） インを改正する。
再委託割合の高い場合には、効率

が低くなる傾向にある。再委託割合
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の高い団体が選定の対象になる場合
には、特に効率性に留意した選定、
検討が行われる必要がある。

（３）指定管理業務の実施管理につい 基本協定書締結前における指定管理者との協議の際に、指定管理業務
て の範囲について十分確認して仕様書に具体的に規定するよう、手続きガ

① 指定管理業務の範囲の不明確性に イドラインを改正して平成２１年度に選定を行う施設から実施する。
ついて 自主事業については、事前承認を文書により行い、指定管理業務と区

（３－１－１０頁） 分する。
指定管理業務の範囲が、協定書、

仕様書上も不明確な場合がある。特
に、施設の清掃、警備、貸出し等に
加えて、事業（所謂自主事業）があ
る場合が曖昧である。

② 管理費用の算定について 指定期間における管理費用の上限額及び年度協定における指定管理費
（３－１－１１頁） 用の積算に当たっては、市況、時価等の情報も参考にした上で定める。

指定管理者に指定管理業務の対価
として支払う指定管理費用は、過去
の実績からの積算方式によって算定
されていることが多いが、算定時の
市況、時価等も十分勘案して算定す
ることが望まれる。

③ 決算書の適時入手について 施設の管理運営状況等の把握、監督及び評価を充実させるため、平成
（３－１－１２頁） ２１年度中にモニタリングに関する新たなガイドライン（以下「モニタ

指定管理者団体の決算書が、毎決 リングガイドライン」という。）を策定し、指定管理者団体としての決算
算期ごとに、入手されていない場合 書の提出を決算期ごとに受け、業務継続能力を確認する。
が多い。指定管理者団体の業務継続
能力のチェックのためには、必ず毎
期適時に入手して、チェックする必
要がある。

④ 区分経理のチェックにおける根本 指定管理者団体に係る会計問題を群馬県顧問公認会計士への相談対象
的な問題点について とすることにより、平成２１年度中に専門家によるチェック体制を整え

（３－１－１２頁） る。
指定管理者団体には、指定管理事 決算書や指定管理業務の経理の状況を確認する職員の資質向上を図る
業と他の事業を明確に区分経理し 研修の実施について検討する。
て、事業を実施し報告することが義
務付けられている。区分経理が適正
に実施されているか否かは、指定管
理者団体の経理が適正であることが
前提であり、区分経理された指定管
理事業の経理のみをチェックしてい
るだけでは、本来、不十分である。

⑤ 月例、年次報告における管理費用 月例報告書及び年度ごとの事業報告書の会計に関する確認について、
支出等のチェックの不備について モニタリングガイドラインに定め、平成２１年度の事業報告書の確認か

（３－１－１３頁） ら実施する。
月例報告書、事業報告書に基づく 県顧問公認会計士への相談制度を積極的に活用することにより確認を

調査において管理費用支出等の会計 徹底する。
に関するチェックが十分に行われて 決算書や指定管理業務の経理の状況を確認する職員の資質向上を図る
いない。 研修の実施について検討する。

⑥ 目標管理の徹底が十分でないこと 数値目標等について、指定管理者が独自に設定する達成目標も含めて
について 事業計画書等に明示するよう、手続きガイドラインを改定し、平成２１

（３－１－１４頁） 年度に選定を行う施設から実施する。
指定管理者の管理行動は、従来の 事業報告書の記載項目を事業計画書と一致させ、目標に対する実績評

官以外の発想による計画立案・実行 価が可能な様式に改める。
・評価・改善の所謂ＰＤＣＡの業務
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改善サイクルを基礎として成り立っ
ているが、目標＝計画の設定方法、
達成度管理方法等に不十分な点が多
い。

⑦ 個人情報の保護について 平成２１年度中に個人情報保護の対応状況調査を実施し、規程等の整
（３－１－１４頁） 備を徹底する。

指定管理者制度の信頼性を確保す
るためには、個人情報の保護は最も
重要な課題である。個人情報保護に
ついて、県は基本協定書に特記事項
として定めているが、遵守されてい
ない施設が多い。部局横断的な早急
な対策が望まれる。

（４）年度評価等について 施設の設置目的、管理運営の目標、指定管理業務ごとの要求水準、数
① 設置目的・使命の曖昧さに派生す 値目標等について、実施方針及び募集要項に定めるとともに、指定管理
る評価の困難性について 者が独自に設定する達成目標も含めて事業計画書等に明示するよう、手

（３－１－１５頁） 続きガイドラインを改定して平成２１年度に選定を行う施設から実施す
施設の設置目的や使命が曖昧なま る。指定管理期間中の施設についても、平成２１年度中に作成する平成

ま、指定管理者の選定や評価が行わ ２２年度の事業計画書等から明示する。
れている場合が多い。結果として、
目的や使命達成のために、真に相応
しい指定管理者が選定されているの
か、その指定管理者の実施した管理
業務が目的・使命適合的に実施され
ているか等の評価が的確にできるの
かについて不安がある。

② モニタリング制度の充実について 利用者満足度アンケートを指定管理業務に位置づけて実施するなど、
（３－１－１５頁） 設定した目標に対する達成度評価の方法及び評価結果の管理運営改善へ

指定管理者制度が、ＰＤＣＡの管 の活用についてモニタリングガイドラインに定め、平成２２年度の事業
理サイクルの下に、継続的な改善活 評価から実施する。
動として、有効性・効率性を上昇さ
せていくためには、モニタリング制
度のより一層の充実が必要である。

③ コスト削減効果と住民満足度の公 管理運営状況の評価方法について、モニタリングガイドラインに定
表について め、平成２０年度の実績から、年度ごとに、コスト削減効果及び住民サ

（３－１－１７頁） ービスの向上効果を分析して結果を公表する。
指定管理者制度導入に伴う行政コ

スト削減効果は、約６億円と開示さ
れている。一方で、指定管理者制度
導入の最重要目的である住民サービ
スの向上効果については、その分析
結果等は開示されていない。

④ 管理運営状況の開示等の情報公開 平成２０年度の管理運営実績から、評価結果と併せて、年度ごとに公
について 表する。

（３－１－１７頁）
指定管理者による公の施設の管理

運営について、公正性、透明性を確
保し、住民からも支持されるために
は、管理運営情報の公開も重要な要
素である。

（５）その他 公社・事業団改革の中で、指定管理業務を設立目的としている団体の
① 外郭団体の今後への対応について あり方や役割について検討する。

（３－１－１７頁）
従来、公の施設の管理委託を受け
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るために存在し、中心的な役割を果
たしてきた、所謂、外郭団体が、指
定管理者制度導入に伴い、民間団体
等との競争に曝されることになり、
解散・清算に追い込まれる場合があ
るが、雇用の問題等も含め、今後の
あり方等の方針をより前広に検討し
ておくことが望まれる。
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監査対象：２．群馬ヘリポート（指定管理者：（株）日本空港コンサルタンツ・大成サービス（株）連合体）

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置

（１）指定管理者の経営状況・事業継 毎年度の事業報告書に決算書を添付させることとした。また、指定管
続能力等の把握（決算書の入手 理者指定申請時に提出された年次以後の決算書の提出も求め、事業継続
等）不足について 能力を確認することとした。

（３－２－１頁）
指定管理業務を指定管理者が安定

的に運営できるか、事業継続能力を
継続的にモニタリングするためには
指定管理者の経営状況等を把握する
資料を定期的に入手することが望ま
れる。県は指定管理者の事業継続能
力等を判断するため、指定管理者団
体全体の決算書を入手し定期的に経
営状況・事業継続能力を確認すべき
である。

（２）仕様書記載の業務内容と条例記 仕様書の記載内容について再検討を行い、平成２１年度中に仕様書を
載の業務内容の不一致について 修正する。

（３－２－２頁）
指定管理者の業務内容について、

仕様書に記載されているものと、条
例に記載されているものが不一致と
なっていた。

（３）学習館の目的・運営業務範囲が 学習館の目的・運営業務内容について再検討を行い、平成２１年度中
不明確なことについて に仕様書において明確にする。

（３－２－２頁）
指定管理者が実施すべきヘリコプ
ター学習館の目的・運営業務の内容
が明確ではない。

（４）備品台帳の記載誤りについて 記載誤りの数量について、備品台帳を修正した。また平成２１年度中
（３－２－３頁） に備品管理体制について見直しを行う。

指定管理者へ貸与する備品の台帳
に記載されている数量に記載誤りが
あった。

（５）所有備品台帳の記載漏れについ 記載漏れの備品について、備品台帳を修正した。また、平成２１年度
て 中に、備品の所有関係等の整理及び不要品の整理を実施する。

（３－２－３頁）
指定管理者へ貸与する備品の台帳

に記載されていない備品があった。

意見 改善措置

（１）ヘリポート運営業務の見直しに 受益者負担（着陸料及び停留料）について、近接する公共用ヘリポー
ついて トにおける動向も踏まえた見直しを平成２１年度中に検討する。

（３－２－４頁） 実施業務の見直しについて、群馬ヘリポートの維持に最低限必要な業
ヘリポートの利用実態が一部受益 務内容を精査して管理コストの削減を図り、平成２２年度に実施する次

者の利用に止まっていることから、 回指定管理者公募の際に提示する仕様書において反映させる。
受益者負担の増額、実施業務の見直
しによる管理コストの削減を検討す
べきである。

（２）リスク負担の取り決めが不十分 平成２１年度中に基本協定書を改定し、運用時間外のリスク負担につ



- 6 -

な事例について いて明記する。
（３－２－５頁）

群馬県と指定管理者との間でリス
ク負担について取り決めを行ってい
るが、営業時間外の警備等について
のリスク負担が明確に決められてい
なかった。

（３）事業計画書の収支計画と事業報 平成２１年５月までに指定管理者からの提出を求める平成２０年度事
告書の収支報告の費目の不一致に 業報告書から、費目を一致させた収支報告を提出させることとした。ま
ついて た、平成１９年度の事業報告書についても、事業計画書と一致した収支

（３－２－６頁） 報告となるよう、修正させることとした。
事業計画書の収支計画と事業報告
書の収支報告に記載されている費目
が一致していない。両者の記載が一
致していなければ計画・実績対比が
適切に行えないので一致させるべき
である。

（４）事業計画で予定されている事項 平成２１年５月までに指定管理者からの提出を求める平成２０年度事
のうち実施されていない事項につ 業報告書から、事業計画書記載事項の実施状況について整合性のある記
いて 載となるよう改善させることとした。

（３－２－７頁）
事業計画に記載されていた事項の

うち、実施されていないため事業報
告書に記載されていない事項があっ
た。計画の実行管理を徹底するとと
もに、事業計画に記載した事項につ
いて実際は必要がなかったなどの理
由により実施されていない場合で
も、事業報告書にその旨を記載する
ことが望ましい。

（５）区分経理に関するチェック機能 平成２０年度までの区分経理の実施状況について、平成２１年５月ま
の不備について でに指定管理者からの提出を求める平成２０年度事業報告書の検査にあ

（３－２－８頁） わせて検査を行う。また、平成２１年度の区分経理の実施状況につい
指定管理者団体全体の会計と指定 て、四半期ごとを目途に検査を行うこととする。

管理対象施設に関する会計について
の区分経理の適切性に関するチェッ
クが十分に機能している状況にある
とは言えない。

（６）会計帳簿における記帳日付の誤 平成２１年４月に、会計帳簿を適切に記載するよう指導した。
りについて

（３－２－８頁）
指定管理期間は４月１日から３月

３１日までであるが、記帳上の取引
日付が指定管理期間後、現金収支の
あった４月あるいは５月の日付にな
っているものがある。

（７）収支報告書作成における記帳修 平成２１年４月に、会計帳簿を適切に記載するよう指導した。
正手続について

（３－２－９頁）
収支報告書の作成に際して帳簿の

誤りがある場合には、帳簿の修正を
行った上で収支報告書を作成すべき
である。
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監査対象：３．つつじが岡公園（花山部分を除く）（指定管理者：（財）群馬県公園緑地協会）

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置

（１）基本協定書条文の脱漏もしくは 基本協定書の条文チェックを入念に行い、第１２条第３項の３行目の
削除漏れについて 文章のうち、後半文章を削除し、文意を明確にするとともに、条文に管

（３－２－１０頁） 理費用を充て購入した備品の所有権は、県に帰属させる規定を明示し
基本協定書第１２条第３項の３行 た。

目の文章の前半部分の文章が脱漏も
しくは後半文章が削除漏れとなり、
訂正されていない。

（２）公園の維持管理に関する計画書 「維持管理実施計画書」を提出させ、平成２０年度から事業計画書の
の提出状況について 提出と合わせ、計画内容をチェックしている。

（３－２－１１頁）
年度協定書添付のつつじが岡公園

業務仕様書で提出が要請されている
「維持管理実施計画書」が適時に提
出されていなかった。

（３）「指定管理者としての業務」と 平成２０年度収支報告書から、区分された業務毎に個別直接的に把握
「その他の業務」に係る区分経理 される直接費を適切に各業務区分に経理するよう指導した。
について また、各業務区分に共通に発生する共通費は、配賦基準で各業務区分

（３－２－１１頁） に按分計算して、適切な区分経理に基づき平成２０年度の収支報告書を
基本協定書の第１０条で規定して 作成するよう指導した。

いる「指定管理者としての業務」と
「その他の業務」に係る区分経理が
なされていない。

（４）管理対象施設・備品の範囲が明 平成２１年度から管理すべき公園の建物、付属設備、構築物あるいは
確でないことについて 植栽などの管理物件を業務仕様書に個別に明記した。

（３－２－１２頁） また、備品については、指定管理者に無償貸与する備品台帳を業務仕
指定管理者が管理すべき施設及び 様書に記載し、明確にした。

備品が明確でない。

（５）指定管理者が行った高額な補修 一般的な補修・修繕について、平成２１年度から軽微なもの（１件あ
・修繕工事の負担について たり２０万円未満）及び緊急を要するものとし、総額を（３００万円

（３－２－１３頁） に）引き上げた。
指定管理者が行った補修・修繕工

事の中に、本来は県が負担すべき高
額のものが、指定管理者負担として
含まれている。

（６）再委託に関する手続の不備につ 再委託に関する手続を徹底するよう指導し、平成２０年度から適切に
いて 実施されている。

（３－２－１３頁）
指定管理業務について指定管理者

が第三者に委託等する場合の手続に
おいて、基本協定書で取り決められ
た手続の一部が適切に実施されてい
なかった。

意見 改善措置

（１）つつじが岡公園一体としての管 複合施設としての一体管理方式については、次回選定時までに、施設
理について のあり方と合わせて検討する。また、３施設の連携を図る目的で平成２
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（３－２－１４頁） １年１月に「つつじが岡公園活性化会議」を設置した。
つつじが岡公園は、従来から、花

山部分（環境森林部・自然環境
課）、花山以外（県土整備部・都市
計画課）、水産学習館（農政部・蚕
糸園芸課）で区分して管理されてい
る。現在は、花山部分は指定管理者
として館林市、花山部分以外と水産
学習館は指定管理者として財団法人
群馬県公園緑地協会が管理主体とな
って、各々が各々の立場から、住民
サービスを展開している。公園施設
としての効用を高め、住民サービス
の向上のために、全体を一体として
とらえた包括的な施設の整備・管理
の実施が望まれる。

（２）現場説明会の未実施について 次回（平成２３年度）の選定からは、現場説明会を開催する。
（３－２－１５頁） また、選定委員に対する現場説明会も開催する。

公募手続において、応募者及び選
定委員に対して現場説明会を実施し
ていなかったが、現状を把握した上
で指定管理者の応募をさせることが
望ましい。

（３）申請資料として提出される申請 平成２０年度の選定から、申請書の添付資料として、３期分の決算書
団体の財務資料の不足について を提出させた。

（３－２－１６頁）
申請書の添付資料として申請団体

の財務諸表の添付を要請している
が、申請年度の直前年度の１期分の
みであった。

（４）温室の機械運転に係る委託業務 平成２１年度の委託業務から指名競争入札により実施した。
が随意契約であることについて

（３－２－１６頁）
温室の機械運転に係る委託業務は

過去５年間１者による随意契約で他
から見積書も入手していない。

（５）収支報告書に計上される法人税 平成２０年度の収支報告書から、法人税額の按分計算は所得金額を基
額の按分基準について 準として行うよう指導した。

（３－２－１７頁）
平成１９年度の収支報告書におい

て法人税額の按分基準が各管理業務
の事業費の比率によっているが、所
得基準で算定することが望ましい。

（６）公園において制限される行為等 平成２１年度中に、公園施設において、禁止される行為や制限される
に関する掲示について 行為を看板、園内掲示板等で明示する。

（３－２－１７頁）
群馬県立公園条例において制限も

しくは禁止される行為について利用
者に明示されていない。
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監査対象：４．群馬の森（指定管理者：グリーンクラフトマン（株））

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置

（１）基本協定書の契約者が適切に変 指定管理者が変更となった場合は、速やかに基本協定書の変更手続き
更されていないことについて をとるよう徹底した。

（３－２－１８頁）
指定管理者は平成１８年１０月に

Green Craftsmen からグリーンクラ
フトマン株式会社に変更となってい
るが、基本協定書の当事者はGreen
Craftsmenのままであった。指定管
理者が契約期間中に何らかの理由で
変更となった場合には、変更後の状
況に合わせて基本協定書を適時適切
に変更しなければならない。

（２）「指定管理者としての業務」と 平成２０年度収支報告書から、区分された業務毎に個別直接的に把握
「その他の業務」に係る区分経理 される直接費を適切に各業務区分に経理するよう指導した。
について また、各業務区分に共通に発生する共通費は、配賦基準で各業務区分

（３－２－１９頁） に按分計算して、適切な区分経理に基づき平成２０年度収支報告書を作
基本協定書の第１０条で規定して 成するよう指導した。

いる「指定管理者としての業務」と
「その他の業務」に係る区分経理が
なされていない。

（３）文書等の管理及び保存の不備に 文書等の保存管理について、徹底するよう指導するとともに、管理監
ついて 督体制を強化した。

（３－２－２０頁）
基本協定書及び仕様書において指

定管理者は、文書等の管理及び保存
が義務付けられているが適切に行わ
れていない。また、県の指導も十分
ではない。

（４）群馬の森サポーターズクラブの 業務仕様書に従った、業務の実施を徹底するよう指導するとともに、
運営の一部未実施について 管理監督体制を強化した。

（３－２－２０頁）
指定管理者の業務には、群馬の森

サポーターズクラブの運営が含まれ
ているが、その運営業務の内の一部
を行っていない。

（５）契約書の不作成について あらかじめ県から書面による承諾を受けた上で、契約書を締結し、写
（３－２－２１頁） し等資料の提出を徹底するよう指導するとともに、管理監督体制を強化

指定管理者は、重要な業務の再委 した。
託・派遣についての契約書を作成し
ていない。また、再委託であるとす
ると、再委託契約について定められ
た群馬県による承諾を受けていない
ことになる。

（６）管理物件の記載漏れについて 所有関係が明確でない施設等について、平成２１年度中に再度調査
（３－２－２１頁） し、明らかにするとともに、管理物件の記載について漏れのないよう、

指定管理者が管理すべき公園施設 徹底した。
・備品として、業務仕様書に記載さ
れていない管理物件がある。

（７）個人情報保護規程の未制定につ 個人情報保護規程を制定するよう指導し、県への報告を求めるととも
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いて に、管理監督体制を強化した。
（３－２－２２頁）

指定管理者は、個人情報保護規程
を制定しておらず、また、群馬県は
その規程の報告を受けていない。

意見 改善措置

（１）群馬の森所在施設の一括管理等 近代美術館、歴史博物館等の関係施設との連携強化を図るため、平成
について ２１年度中に運営協議会等を設置し、一体的なサービスの提供等につい

（３－２－２３頁） て検討する。
群馬の森園地内には、県立近代美

術館・歴史博物館等の複数の施設が
所在している。群馬の森園地は指定
管理の管理施設であるのに対して、
美術館・博物館は県直営と各々の管
理主体が異なっており、各々が各々
の立場から、住民サービスを展開し
ている。住民サービス向上のために
は、これら複合施設を一体ととらえ
た施設の整備・管理、施策の実施が
有効であると考える。

（２）現場説明会の未実施について 次回の選定からは、現場説明会を開催する。
（３－２－２３頁） また、選定委員に対する現場説明会も開催する。

公募手続において、応募者及び選
定委員に対して現場説明会を実施し
ていなかったが、現状を把握した上
で指定管理者の応募をさせることが
望ましい。

（３）申請資料として提出される申請 平成２０年度の選定から、申請書の添付資料として、３期分の決算書
団体の財務資料の不足について を提出させた。

（３－２－２４頁）
申請書の添付資料として申請団体

の財務諸表の添付を要請している
が、申請年度の直前年度の１期分の
みであった。

（４）提出書類・報告書類の作成につ 県と指定管理者で十分なコミュニケーションを図るとともに、書類作
いて 成の留意点を文書化するなど、事務処理の効率化を図る。

（３－２－２４頁）
申請書類・報告書類の作成、収受

に関して、指示の不明確さや行き違
い等から、訂正、変更が多く発生す
る状況があった。

（５）事業計画書の項目と事業報告書 平成２０年度事業報告書について、事業計画書の項目と一致させた様
の項目の不一致について 式で提出させることとした。

（３－２－２５頁）
年度開始前に提出される事業計画

書と年度終了後に提出される事業報
告書の項目が一致していないため、
計画の達成状況に係る評価が困難で
ある。

（６）事業計画書の収支計画と事業報 平成２０年度事業報告書から、収支計画書と勘定科目を統一した収支
告書の収支報告の費目の不一致に 報告書を提出させることとした。
ついて
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（３－２－２５頁）
事業計画書の収支計画と事業報告

書の収支報告に記載されている費目
が一致していない。両者の記載が一
致していなければ計画・実績対比が
適切に行えないので一致させるべき
である。

（７）業務仕様書に記載されていない 次回選定までに、現場の業務実態を踏まえ業務内容を再検討し、必要
管理業務の実施について 項目を業務仕様書に明記する。

（３－２－２６頁）
指定管理者に、業務仕様書に記載

されていない施設の管理負担が発生
している事例がある。

（８）県によるボランティア団体への ボランティア団体の自主性を損なうことのないように留意するととも
関与について に、平成２１年度中に群馬の森サポーターズクラブの運営方法について

（３－２－２７頁） 検討する。
県は群馬の森サポーターズクラブ

の事務局としての運営業務にまで関
与している実態がある。ボランティ
ア団体の公の施設への自主的な協力
は望ましいことであるが、ボランテ
ィア団体であり、過度な関与は避
け、その自主性を損なわない範囲で
の運営を支援することが望ましい。

（９）公園において制限される行為等 平成２１年度中に、公園施設で禁止される行為や制限される行為につ
に関する掲示について いて、看板、園内掲示板等で明示する。

（３－２－２７頁）
群馬県立公園条例において制限も

しくは禁止される行為について利用
者に明示されていない。
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監査対象：５．新玉村ゴルフ場（指定管理者：金井興業（株））

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置

（１）収入の範囲の定義が不明である 平成２１年度中に基本協定書を変更し、定義を明確にする。
ことについて

（３－２－２９頁）
新玉村ゴルフ場は利用料金制度を

採用しており、県への納付金は事前
に決められている金額以外に、ゴル
フ場の運営で生じた利益に応じて追
加的に納付金が納められる仕組みと
なっている。しかしながら、利益の
計算をするためのベースとなる収入
について、どこまでの収入がゴルフ
場の利益計算に含められるのか定義
が曖昧であり改善すべきである。

（２）収支状況報告書と会計帳簿との 収支状況報告書と会計帳簿との整合性が確認できるよう根拠資料を整
不整合及び区分経理について 備し、区分経理の適正性を確保できるよう改善した。

（３－２－３０頁）
収支状況報告書は３月末の決算整

理事項が不明瞭であり、会計帳簿と
の整合性が確認できなかった。区分
経理の適正性について検証できな
い。

（３）備品の現物管理の不備について 平成２１年度中に備品管理台帳を整備する。
（３－２－３１頁）

備品について現場で管理台帳が作
成されていない。指定管理者は企業
局から管理を委託されている備品に
ついて管理台帳を作成する必要があ
る。

（４）指定管理業務等の実施に必要な 平成２１年度中に指定管理業務等の実施に必要な諸規則を整備する。
文書等の管理諸規則の未整備につ
いて

（３－２－３１頁）
「新玉村ゴルフ場の管理および運
営に関する基本協定書」（平成１８
年３月１４日）（以下、基本協定
書）第２４条では、「指定管理者
は、ゴルフ場の指定管理業務等の実
施に必要な諸規則を整備し、これを
県に届け出なければならない」とし
ているが文書等の管理に関する諸規
則の整備が十分とはいえない。

（５）個人情報保護規程の未制定につ 平成２０年１１月に個人情報保護規程を制定した。
いて

（３－２－３２頁）
指定管理者は、個人情報の保護に

関する法律、群馬県個人情報保護条
例の趣旨に即して、規程を制定しな
ければならないが、規程は作成され
ていない。

（６）個人情報の利用及び提供の制限 平成２０年１１月に指定管理者から承認申請を受け、内容を精査し承
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に関する未承認について 認した。
（３－２－３２頁）

指定管理者は、委託先であるＰ社
に予約業務及びダイレクトメール発
送業務を委託し、個人情報を提供し
ているが、企業局の承認を受けてい
ない。

意見 改善措置

（１）事業計画書の収支計画と事業報 平成２１年度事業計画書の収支計画書から、勘定科目を統一し、適切
告書の収支報告の費目の不一致に に計画と実績の比較ができるよう改善した。
ついて

（３－２－３３頁）
事業計画書の収支計画と事業報告

書の収支報告に記載されている費目
が一致していない。両者の記載が一
致していなければ計画・実績対比が
適切に行えないので一致させるべき
である。

（２）管理台帳で管理すべき備品の範 平成２１年度中に１０万円未満の物品について台帳を整備する。
囲について また、消耗品類については、総数管理による簡便的な方法により管理

（３－２－３５頁） する。
企業局の資産として計上すべき備

品は取得価額が１０万円以上である
が、現物管理の観点から現場で管理
台帳で管理すべき備品の範囲は１０
万円未満とすることが望ましい。

（３）事業報告書提出時の受領印漏れ 指定管理者からの定期報告書について、受領日付印の押印漏れがない
について よう徹底した。

（３－２－３５頁）
指定管理者からの定期報告書に受

領日付印がなく、実際の提出日が確
認できなかった。

（４）指定管理者の経営状況・業務継 平成２１年度から、事業年度終了後３カ月以内に法人全体の決算書を
続能力等の把握（決算書の入手 提出させることとし、業務遂行の安定性を検証する。
等）不足について

（３－２－３５頁）
基本協定書では指定管理者の経営

状況に関する資料の提出を求めてい
ないが、指定管理業務を指定管理者
が安定的に運営できるかどうか、業
務継続能力を継続的にモニタリング
するためには指定管理者の経営状況
等を把握する資料（決算書等）を定
期的に入手することが望まれる。

（５）区分経理における按分負担額の 事業部門別損益表、本社経費明細表等により、本社経費の範囲、按分
検証不足について 率の妥当性を検証する。

（３－２－３６頁）
本社経費の按分負担額は算定根拠

の妥当性を検証する資料が不足して
いる。

（６）収支状況報告書の会計的チェッ 平成２１年度から、収支状況報告書の適正性を検証するため、会計監
ク（会計監査）の必要性について 査を実施する。監査に当たっては、企業局内部で、公認会計士である評
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（３－２－３７頁） 価委員を加えた形で専門のチームを組織する。
企業局では指定管理者から提出さ

れた収支状況報告書について会計帳
簿との照合など監査的なチェックを
実施していない。

（７）事業報告書に対する評価不足に 平成２０年度事業報告書から、指定管理者が提案した事業計画の実施
ついて 結果について、比較分析を行うとともに、評価結果を作成する。

（３－２－３７頁）
事業報告書にもとづく年度評価は

評価結果が書面として残されていな
い。評価の実態に乏しいものと判断
する。

（８）事業計画の提出時期の遅延及び 平成２１年度事業計画書については、提出期限を平成２１年３月６日
検討不足について とし、事業計画の内容について十分に検証する期間を設けた。

（３－２－３８頁）
事業計画書の提出時期が遅く、内

容の検討不足が推察される。

（９）個人情報の取扱における従事者 指定管理者に、個人情報の取扱いについて文書化し、指定管理業務等
への周知及び監督の不足について に従事している者に対し周知するとともに、監督を行うよう指導した。

（３－２－３８頁）
指定管理者は、指定管理業務等に

従事している者に対して、個人情報
の取扱いについて必要な事項を周知
するとともに、適切な監督を行わな
ければならないが、周知すべき必要
事項の文書化がなく、また、監督方
法も明確にされていない。

（10）個人情報利用中止の申し出窓口 平成２１年４月から、フロント受付に個人情報保護規程を掲載し、利
明示の不備について 用中止の申し出の窓口を明示した。

（３－２－３９頁）
個人情報の利用目的（ダイレクト

メールの発送等）についてはフロン
ト受付の備付の書面にて明示してい
るが、利用中止の申し出の窓口を明
示していない。

（11）新玉村ゴルフ場ホームページで 平成２１年３月に、県ホームページからのリンク先を指定管理者が管
の「個人情報保護と取り扱いにつ 理するホームページに変更し、個人情報保護規程について公開した。
いて」について

（３－２－３９頁）
新玉村ゴルフ場ホームページ上の

「個人情報保護と取り扱いについ
て」をクリックしても空白画面が表
示されるだけである。

（12）申請者に対して、申請書類が情 次回の選定替え時の募集要項に、情報公開条例に基づき、申請書の情
報公開条例に基づき公開される可 報が公開される可能性がある旨を記載する。
能性があることを適切に伝達して
いないことについて

（３－２－４０頁）
申請者から提出される申請書類は

情報公開条例に基づき公開される可
能性があるが、そのことについて申
請者に適時適切に伝達されていると
は言い難い状況であるので、改善す
ることが望ましい。
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（13）申請に当たって提出された資料 次回の選定替え時の募集要項に、提出された資料を返却しない旨を記
を返却していたことについて 載するとともに、資料の適切な保管・管理を徹底する。

（３－２－４０頁）
申請に当たって添付資料として提

出された書類の一部を返却していた
が、申請団体の適格性を確認するた
めに提出を要請した資料であること
から、県が保管すべきである。
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監査対象：６．高崎城址地下駐車場（指定管理者：（財）高崎市都市整備公社）

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置

（１）仕様書の不作成について 平成２１年度中に基本協定書を変更し、仕様書を作成する。
（３－２－４２頁）

指定管理者の選定にあたり、作成
されるべき仕様書が作成されていな
い。

（２）指定管理業務等の実施に必要な 平成２１年度中に指定管理業務等の実施に必要な諸規則を整備する。
諸規則の未整備について

（３－２－４３頁）
「高崎城址地下駐車場の管理およ
び運営に関する基本協定書」（平成
１８年３月１５日）（以下、基本協
定書）第２４条では、「指定管理者
は、駐車場の指定管理業務等の実施
に必要な諸規則を整備し、これを県
に届け出なければならない」として
いるが諸規則の整備が十分とはいえ
ない。

（３）「事業計画」の自己検証・評価 平成２０年度の事業報告書から、指定管理者は、事業計画に対する結
の不備について 果について、自己検証・評価を行うとともに、自己評価報告書を提出す

（３－２－４３頁） る。
指定管理者の選定に際して県に提

出する「指定管理者申請書」に「事
業計画」として効率化やサービス向
上の記載をしているが、これに係る
評価・自己検証を行っていない。

（４）不適切な現金管理について 平成２１年３月に金庫を設置するとともに、事務所の施錠についても
（３－２－４４頁） 徹底した。

「指定管理者申請書｣の｢管理計
画」において現金は金庫にて保管す
ると記載しているが机の引き出しに
保管されていた。

（５）第三者への業務委託に関する承 平成２１年度事業計画から、業務内容等を精査し、実質的に委託業務
認の不備について に該当するものは事前承認した。

（３－２－４４頁）
事業計画書及び事業報告書に業務

委託先として３者の業者及び委託業
務内容が記載されているが、実際に
は４者の業者に業務を委託してい
た。基本協定書では第三者への業務
委託は群馬県企業管理者の承認を要
すものとされているが、事業計画書
及び事業報告書に委託先の記載が洩
れていることは委託に関する承認が
不十分であり改善すべきである。

（６）物品管理の不備について 平成２１年度中に管理物件について台帳を整備する。
（３－２－４５頁） また、管理物件については、定期的に現物を実査し、台帳と照合を行

指定管理者が管理物件台帳を有し う。
ていないので管理物件が明確になっ
ていない。管理物件台帳を作成し、
定期的に現物を実査し台帳との照合
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を実施する必要がある。

意見 改善措置

（１）施設の譲渡・運営からの撤退等 平成２０年度から移管に向けて関係部署と協議を進めている。
の検討について

（３－２－４６頁）
本施設は、高崎市及び本駐車場利

用者に対する効用は高いが、県民全
体への効用と言う観点からは、県が
所有管理するのは適当でなく、高崎
市に所有、管理運営とも移管し、受
益者である高崎市及び駐車場利用者
の負担で管理運営していくのが望ま
しい。

（２）指定管理者の業務と委託契約と 外部委託の大部分を占める業務は、効率的な運営の観点から、外部委
の関係について 託へ変更したものであり、その業務内容は、指定管理者が主体となり、

（３－２－４６頁） 指揮監督の下、業務を指示している。
指定管理者が協定している業務内 監査意見を踏まえ、委託契約の際に入札や見積り合わせを検討し、効

容と、指定管理者から第三者に委託 果的・効率的な運営を行うよう指導した。
している業務の内容を照らし合わせ
てみると、大部分の業務が外部委託
されている。この状況は指定管理者
として業務の遂行能力、効率的な運
営の観点から適切な指定管理者であ
るかどうか疑問である。

（３）経費削減への取組み不足につい 監査意見を踏まえ、経費削減策として、効率的な人員配置、入札の実
て 施等について検討するよう指導する。

（３－２－４８頁）
指定管理料収入に対する派遣人件

費の割合は、５９％にも上るが、入
札の導入等の経費削減策が未検討で
ある。

（４）「収支計画」における安易な計 収支計画書の数値について、景気の状況、近隣駐車場の状況等を考慮
画数値について して策定するよう指導・徹底する。

（３－２－４８頁）
「指定管理者申請書」の「収支計

画」において５年間の収入額・支出
額がすべて同額であり、経費の縮減
効果、利用者の増加による収入の増
加等が考慮されているかどうか疑問
である。

（５）保守点検実施結果の把握が不十 平成２１年度から駐車場設備の保守点検結果について、結果の良否に
分であることについて かかわらず、委託業者から報告書を提出させ、適切な管理を実施する。

（３－２－４９頁）
高崎城址地下駐車場の設備につい

て、事業計画書で月例定期点検を実
施することが予定されている。エレ
ベータ設備、消火設備、空調設備等
の施設の保守点検は外部の業者に委
託しているが、保守点検の結果につ
いて委託業者から書面で報告を受け
ていない。保守点検の結果について
は設備の不備の有無にかかわらず書
面にて結果報告を受けることが望ま
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しい。

（６）事業報告書の入手後の調査につ 平成２０年度事業報告書から、指定管理者が提案した事業計画の実施
いて 結果について、比較分析を行うとともに、評価結果を作成する。

（３－２－４９頁）
事業報告書等を入手した後、報告

書の内容については電話等の口頭ベ
ースで行われているとのことである
が、検討内容や検討結果が書面で残
されていない。各種報告書の吟味は
重要な作業でありその内容や結果に
ついては書類を残しておくべきであ
る。

（７）指定管理者の経営状況・業務継 平成２１年度から、事業年度終了後３カ月以内に法人全体の決算書を
続能力等の把握（決算書の入手 提出させることとし、業務遂行の安定性を検証する。
等）不足について

（３－２－５０頁）
基本協定書では指定管理者の経営

状況に関する資料の提出を求めてい
ないが、指定管理業務を指定管理者
が安定的に運営できるか・業務継続
能力を継続的にモニタリングするた
めには指定管理者の経営状況等を把
握する資料（決算書等）を定期的に
入手することが望まれる。

（８）「高崎城址地下駐車場」と「城 高崎市と、利用実態に沿った方式に改善するよう調整・協議する。
址第二駐車場」の精算方法の不備
について

（３－２－５０頁）
高崎城址地下駐車場と城址第二駐

車場の精算方式が実際の利用状況を
反映しているか疑問であるので精算
方式を見直す必要がある。
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監査対象：７．群馬県総合スポーツセンター（指定管理者：（財）群馬県スポーツ振興事業団）

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置

（１）群馬県体育協会との業務分担お 指定管理業務に携わる職員１９名について、平成２１年３月３１日付
よび指定管理者業務の区分経理に けで兼務を解いた。
ついて 事業団と体協の財産区分・経費区分を定める協定書を、平成２１年度

（３－２－５３頁） 中に作成する。
群馬県スポーツ振興事業団（以下

「事業団」という）と群馬県体育協
会（以下「体協」という）とは所在
地が同じであり、事業団の職員は全
員が体協職員との兼務である。事業
団と体協の間の財産区分・経費区分
についての文書の取り決めはなく不
明確になっている。したがって、事
業団の中での「指定管理者としての
業務」と「その他の業務」との区分
経理にも問題があるといわざるを得
ない。事業団・体協間で協定書を作
成し、財産区分・経費分担を明確
にする必要がある。

（２）事業団負担の群馬県体育施設協 当該負担金については、平成２１年度から県教育委員会が直接県施設
会への支出について 協会へ支出する方式に改めた。

（３－２－５３頁）
「事業団」から日本体育施設協会

維持費負担金として支出されている
１０万円は「群馬県体育施設協会
（以下、「県施設協会」という）」の
決算報告で「県教育委員会」からの
補助金１０万円として計上され、そ
のうえで、県施設協会はこの額を
「日本体育施設協会」維持費負担金
として支出している。県施設協会が
負担すべき日本体育施設協会に対す
る維持負担金が、負担義務のない事
業団から支出されている実態があ
る。

（３）維持管理業務の実施状況 仕様書の維持管理項目に定められた業務の実施を徹底するよう指導し
（３－２－５４頁） た。

維持管理業務の実施内容が仕様書 委託契約実施実績一覧表を、平成２１年４月から業務内容・点検回数
別紙に定める管理項目・業務内容・ 等を記載した様式に変更した。
仕様を充足していないものがある。
また、仕様書別紙に記載されている
業務内容と項目の対応関係が不明確
な場合があり、その達成度が明らか
にできないものがある。

（４）月例報告書に係る不備について 指定管理者に対し、報告書の提出期限の厳守及び提出日の記録を指導
（３－２－５５頁） するとともに、県所管課において報告書に収受印を押印することを徹底

月例報告書を翌月１０日までに提 した。
出することになっているが、提出日 また、平成２１年４月から、月例報告書を基本協定書第５条（１）か
も不明であり、報告の内容に対して ら（７）までの業務を実施していることが確認できる様式に改定すると
県の適切な指示・指導がなされてい ともに、チェックを明確にするため、検討内容書面を作成し、指示・指
るかどうかも不明である。また、月 導内容を明確にすることとした。
例報告書の報告内容が指定管理業務
全てを網羅した様式になっていな
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い。

（５）嘱託職員の給与について 「財団法人群馬県スポーツ振興事業団非常勤嘱託職員の報酬等決定要
（３－２－５６頁） 領」を制定し、平成２１年２月３日から適用した。

非常勤嘱託職員の本給額が、規程
に基づいて決定されていない者がい
る。規程に基づいて本給額を決定す
る必要がある。

（６）連番シールの貼付の網羅性につ 備品管理台帳をもとに現品を確認し、貼付されていない備品は、連番
いて シールの再発行を行い、平成２１年度中に全ての備品に連番シールを貼

（３－２－５６頁） 付し、管理の徹底を図る。
全ての備品について連番シールを

添付することとなっているが、現場
監査の結果、連番シールが貼付され
ていない備品があった。

（７）指定管理開始時の現品管理につ 県教育委員会立会いのもと、平成２１年度中に、備品を個別及び網羅
いて 的に確認するとともに、指定期間満了時にも確認し、その結果を記録す

（３－２－５７頁） る。
平成１８年に財団法人群馬県スポ

ーツ振興事業団が指定管理者就任時
に、管理すべき備品の明細を定めて
いるが、現品を確認した形跡はな
い。

（８）定期的な備品の確認について 備品番号Ｈ１１－３０４８４車イスについて備品管理台帳に計上し
（３－２－５７頁） た。また、平成２１年度から、定期的（年１回）に棚卸しを行い結果を

定期的に備品管理台帳と現品とを 記録する。
突合していない。また、備品管理台
帳に計上されていない備品があっ
た。

（９）個人情報保護規程の未制定につ 平成２１年５月に、指定管理者としての個人情報保護規程を制定し
いて た。

（３－２－５８頁）
指定管理者である財団法人群馬県
スポーツ振興事業団は、事業団とし
ての個人情報保護規程はあるが指定
管理者としての個人情報保護規定は
ない。

意見 改善措置

（１）指定管理者について 指定管理業務に携わる職員１９名について、平成２１年３月３１日付
（３－２－５９頁） けで兼務を解いた。

指定管理者である、財団法人群馬
県スポーツ振興事業団（以下「事業
団」という）は、その職員の全てが
財団法人群馬県体育協会（以下「体
協」という）との兼務になってい
る。
いわば、「普及団体」と、その対

極にある「競技団体」という立場の
職を兼務しているが、両団体にそれ
ぞれの存在意義がある以上、両団体
からの立場で議論調整等をして、業
務が実行されるべきであると思う
が、兼務という立場から、指定管理



- 21 -

業務の遂行に関して、中途半端にな
らずに、その時々に応じて両方の立
場を使い分けた的確な判断が可能か
どうかに疑問がある。

（２）指定管理業務の範囲の適正化に 次回選定前までに、指定管理業務の範囲や、指定管理者の自主事業の
ついて あり方について検討する。

（３－２－５９頁）
指定管理業務の中に、最も民間の

ノウハウを活用することが可能と考
えられる「施設の利活用促進のため
の自主事業の実施等」が仕様書・協
定書上記載されていない。

（３）「総合スポーツセンター」とい 平成８年度のぐんまアリーナ建設を期に、大規模大会・イベントが開
う名称の曖昧さについて 催可能な施設となったことから、「総合体育センター」を「総合スポーツ

（３－２－６０頁） センター」に改めた経緯がある。現在の名称は十分に県民に親しまれて
「総合スポーツセンター」の冠が いると考えている。

つくのは、教育委員会の管理してい
る、前橋市関根町と渋川市伊香保町
に存在する運動施設の総称であると
のことであるが、それらの施設を
「総合スポーツセンター」という冠
で囲うことが、県民にとって、どの
ようなメリットがあるか判然としな
い。

（４）使用料減免申請書の事後承認に 平成２１年度から、使用料の減免について、団体使用の事前承認の事
ついて 務処理を徹底した。

（３－２－６０頁）
使用料減免申請書の承認権限者で

ある教育長の承認は、現状の手続き
上は、事後承認になっている。改善
すべきである。

（５）減免申請書の承認印の印章につ 減免申請について、群馬県総合スポーツセンターの管理及び運営に関
いて する条例施行規則で規定している承認印により、適正に処理する。

（３－２－６１頁）
減免申請書に押印される承認印の

印章が、承認権限者の印章になって
いない。正式名称で印章を作り直す
べきである。

（６）月例報告書の予算執行額の未記 平成２１年度から月例報告書の様式を変更し、予算執行額を記載する
載について こととした。

（３－２－６１頁）
事業団は基本協定書に従い、毎月
定例報告書を提出しているが、報告
書には予算執行に関する記載がな
い。

（７）事業計画書の項目と事業報告書 平成２０年度事業報告書について、事業計画書の項目と一致させた様
の項目の不一致について 式で提出させることとした。

（３－２－６１頁）
年度開始前に提出される事業計画

書と年度終了後に提出される事業報
告書の項目が一致していないため指
定管理者に係る評価が困難である。

（８）施設管理者賠償責任保険等の契 平成２１年６月に契約者名を「財団法人群馬県スポーツ振興事業団」
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約者名等について に変更する。
（３－２－６２頁）

事業団は施設に関連して発生する
不慮の事故に際して施設管理者賠償
責任保険等に加入しているが、契約
者名等及び期間に問題がある。

（９）県（教育委員会）の文書・帳簿 平成２１年度から、施設に往査した際に定期的に会計帳簿等を確認す
類のチェック不足について ることとした。

（３－２－６３頁）
県は週に一度程度、施設に往査し

ているが、会計帳簿等の確認は行っ
ていない。

（10）事業報告書における指定管理業 平成２０年度の事業報告書から、指定管理業務と自主事業を明確に区
務以外の実績報告の記載について 分するよう指導した。

（３－２－６３頁）
平成１９年度の事業報告書には指

定管理者としての業務以外の実績が
記載されている。指定管理業務の履
行状況と区別して、明確にわかるよ
うに工夫して記載されることが望ま
しい。

（11）維持管理業務の実施状況と効率 監査意見を踏まえ、積極的に入札を実施するなど、効率的、経済的な
性について 運営について検討するよう指導した。

（３－２－６４頁）
指定管理業務である施設設備の維
持管理業務のほとんどが外部に再委
託されている。外部に再委託されて
いる業務を直営でできる者に管理さ
せる場合と比較すると非効率・不経
済である可能性が高い。

（12）需用費の管理費と受託管理費の 光熱水費の小メーター取付については、本館の構造を踏まえ具体的な
区分について 対応を検討する。

（３－２－６５頁） また、消耗品費を区分する方法について利用された業務内容による区
需用費は施設管理に伴う消耗品、 分の方法を検討するよう指導した。

光熱水費等を処理する科目であり、
さらに管理費と受託管理費に区分さ
れている。光熱水費は全て受託管理
費となっているのに対して、消耗品
は、発注者の別により管理費と受託
管理費に区分されている。管理費・
受託管理費の区分は消費された業務
内容等を考慮して区分されるのが望
ましい。

（13）未利用金額（前受金）の把握に 予約管理システムの仕様について、プリペイドカードの売上、使用、
ついて 未収金額等の詳細なデータが網羅できるような方法を検討する。

（３－２－６５頁）
未利用金額であるプリペイドカー
ド（回数使用券）の未利用残高、利
用料金の前受残高を把握していな
い。

（14）備品台帳のロケーション（置 備品台帳で、ロケーション管理を行えるよう、平成２１年度中に備品
場）管理について を確認する。

（３－２－６６頁）
指定管理者である財団法人群馬県
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スポーツ振興事業団は、現場備品台
帳として教育委員会管理の備品台帳
を用いているが、教育委員会管理の
備品台帳はロケーション（置場）ま
で管理していないため、備品台帳に
計上されている備品の現物を特定す
ることが困難となっている。

（15）指定管理者としての管理すべき 現物管理する備品の範囲について平成２１年度中に見直す。
備品の範囲について

（３－２－６６頁）
基本協定書において無償貸与及び

管理すべき備品の範囲（備品１体
３万円以上）を明確にしているが、
指定管理者として現物管理すべき備
品の範囲を見直す必要がある。

（16）個人情報取扱特記事項の見直し 実態に即して、包括的に県教育委員会から承諾を受ける取扱いについ
について て、平成２１年度中に検討する。

（３－２－６７頁）
個人情報取扱特記事項の内容が現

状に合致していない。

（17）個人情報の取扱における従事者 平成２１年度中に指定管理者が新たな個人情報保護規程を制定すると
への周知及び監督の不足について ともに、必要な事項を文書化し、従事者への周知、監督を徹底すること

（３－２－６７頁） になった。
指定管理者は指定管理業務等に従

事している者に対して、個人情報の
取扱いについて必要な事項を周知す
るとともに、適切な監督を行わなけ
ればならないが、周知すべき必要事
項の文書化がなく、また、監督方法
も明確にされていない。

（18）緊急時の対応について 平成２１年度中に、業務仕様書において、報告すべき事故及び災害等
（３－２－６８頁） の範囲を明文化する。

基本協定書及び管理運用業務仕様
書において事故や災害等の緊急事態
が発生した場合には、速やかに教育
委員会に通報しなければならないと
なっているが通報すべき事故や災害
等の範囲が明確となっていない。
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監査対象：８．上記往査６施設の基本協定書について

意見 改善措置

（１）協定書における目的が明確にさ 平成２１年度中に、仕様書等の中で、施設の目的・使命を明確にす
れていないことについて（全施 る。
設）

（３－３－１頁）
県と指定管理者との基本協定書に

おいて、施設の目的・使命が明確で
ない。

（２）協定書において「災害時の体 平成２１年度中に基本協定書を改定し、事業計画書の記載項目として
制」を事業計画項目として明示す 「災害時、非常時等の連絡動員体制」を明示する。
べきことについて（群馬ヘリポー
ト・総合スポーツセンター・群馬
の森・つつじが岡公園（花山部分
を除く））

（３－３－１頁）
基本協定書における事業計画書の

記載項目として、災害時非常時等の
連絡動員体制が掲げられていない。

（３）秘密の保持条項について（高崎 平成２１年度中に基本協定書を改定し、秘密の保持条項について加入
城址地下駐車場・新玉村ゴルフ する。
場）

（３－３－２頁）
秘密の保持条項がないので、設定

すべきである。

（４）責務としての善良なる管理者の 平成２１年度中に基本協定書を改定し、責務としての善良なる管理者
注意義務について（高崎城址地下 の注意義務について明示する。
駐車場・新玉村ゴルフ場）

（３－３－２頁）
指定管理者が、善良なる管理者の

注意をもって業務を実施することが
明記されていない。

（５）規程の適用関係について（高崎 平成２１年度中に基本協定書を改定し、規程の適用関係を定める条項
城址地下駐車場・新玉村ゴルフ について加入する。
場）

（３－３－２頁）
基本協定・年度協定・募集要項・

事業計画間に齟齬がある場合の適用
関係を定める条項がない。

（６）業務の引継ぎにおける事前準備 平成２１年度中に基本協定書を改定し、必要な人材(有資格者等)や資
すべき人材資材等について（群馬 材等の確保と、職員に必要な研修の実施を義務付ける条項を加入する。
ヘリポート・総合スポーツセンタ
ー・群馬の森・つつじが岡公園
（花山部分を除く））

（３－３－３頁）
業務実施に先立ち、必要な人材・

資材等の確保と職員に対し必要な研
修の実施を義務付ける条項がない。

（７）施設及び備品の購入時の所有権 平成２１年度から基本協定書の条文に県に帰属させる規定を明示し
等について（群馬の森・つつじが た。
岡公園（花山部分を除く））



- 25 -

（３－３－３頁）
管理費用を充て購入した備品であ

っても、その備品が、事業継続上、
不可欠な重要性の高い備品である場
合は、例外的に県に帰属させる旨の
条項が記載されていない。

（８）不可抗力による業務免除規定に 平成２１年度中に基本協定書を改定し、不可抗力による業務免除を定
ついて（高崎城址地下駐車場） める条項について加入する。

（３－３－４頁）
不可抗力による業務の全部又は一
部の免除条項が設けられていない。

（９）協定の改定条項について（高崎 平成２１年度中に基本協定書を改定し、協定の改定についての条項を
城址地下駐車場・新玉村ゴルフ 加入する。
場）

（３－３－４頁）
協定の改定についての条項が設け

られていない。
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９．その他の指定管理者制度対象施設（往査６施設以外）について

監査対象：生活文化部 人権男女共同参画課

（１）群馬県女性会館（指定管理者：（財）群馬県女性会館）

意見 改善措置

① 非公募理由の妥当性について 群馬県女性会館は平成２１年３月３１日をもって閉館した。
（３－４－１頁）

群馬県女性会館の指定管理者は非
公募により選定されているが、非公
募としている理由が十分とは考えら
れないため公募による選定について
再検討が望まれる。

② アンケート等の有効活用について 群馬県女性会館は平成２１年３月３１日をもって閉館した。
（３－４－２頁）

アンケート箱を設置してアンケー
トを実施しているが、回収状況や回
収後の利用状況を見る限り有効活用
しているとは思われないので、アン
ケートを充実させて有効活用できる
ように検討されたい。

③ 指定管理者交代に伴うモラル低下 監査意見の趣旨を踏まえて、モラル低下の防止に努め、指定管理期間
の防止について 終了時まで適切に管理運営された。

（３－４－２頁）
建物の耐震強度不足の関係で、会

館が閉鎖されることが決まってお
り、現指定管理者の退任も決まって
いる。残任期間中のモラルハザード
に留意する必要がある。
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監査対象：生活文化部 文化振興課

（１）群馬県民会館（指定管理者：（財）群馬県教育文化事業団）

意見 改善措置

① レストランとの一体化について 次回選定時までに、売店及びレストランとホールの一体的管理のあり
（３－４－３頁） 方について検討する。

売店及びレストランは、ホールの
有効利用の観点からは、重要な構成
要素であり、一体管理とすることが
望ましい。

② 自主事業に係る収支計画の未作成 平成２１年度から事業計画書において、自主事業に係る収支計画を作
について 成させた。

（３－４－３頁）
自主事業は、指定管理者の管理す

る事業であるにもかかわらず、自主
事業の収支計画が作成されていな
い。

③ 管理費用の監査的管理について 平成２１年度から、定期的に収支状況を関係書類も含めて確認するこ
（３－４－４頁） ととした。

利用料金に不足する金額を見積も
り管理費用として採用しているが、
この管理費用の金額の妥当性は、収
支の正確性が前提となるので、監査
的な管理が重要である。

（２）群馬県みかぼみらい館（指定管理者：（財）藤岡市文化振興事業団）

意見 改善措置

① 施設のあり方について 群馬県みかぼみらい館は、平成２１年４月１日から藤岡市へ移管し
（３－４－５頁） た。

設置目的；多野藤岡地域の文化育
成及び文化芸術振興、及び、非公募
で指定管理者として(財)藤岡市文化
振興事業団を選定する事情からも、
県の施設として所有するよりも、藤
岡市等に移管することが望ましい。

（３）群馬県立自然史博物館附帯ホール（かぶら文化ホール）（指定管理者：富岡市）

意見 改善措置

① 非公募理由の妥当性について 次回選定時までに、非公募理由の妥当性や公募の可能性について検討
（３－４－６頁） し、結論を出す。

指定管理者を非公募で選定した理
由に疑問がある。現在の指定管理業
務を前提とするのであれば、次回は
公募実施すべきである。

② 区分経理（共通費の配分）につい 平成２１年度中に、自然史博物館とかぶら文化ホールとの共通費配賦
て 基準を定めて、次回選定時から区分経理を行う。

（３－４－７頁）
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自然史博物館（県直営）との共通
費の区分経理に問題がある。

③ 施設のあり方について 次回選定までに、自然史博物館とかぶら文化ホールのあり方を、富岡
（３－４－７頁） 市の意見も踏まえながら検討する。

現状の使用実態を前提にするので
あれば、富岡市への適正な価額での
移管も視野に入れ検討するべきであ
る。

④ 市所有施設との一体管理について 一体的な利用者サービスを行うため、平成２１年度中に、関係する施
（３－４－８頁） 設間で定期的な意見交換の場を設置し、連携を強化する。

将来的には、隣接敷地内にある
「もみじ平総合公園」と「群馬県立
自然史博物館」、「かぶら文化ホー
ル」を一体の複合施設として運営し
た方が望ましいと思われる。
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監査対象：健康福祉部 健康福祉課

（１）群馬県社会福祉総合センター（指定管理者：（社福）群馬県社会福祉事業団・群馬県ビルメンテナンス協同

組合）

意見 改善措置

① アンケート等の有効活用について 平成２１年３月３０日に締結した平成２１年度から平成２３年度の基
（３－４－９頁） 本協定書において、利用者アンケート結果の報告について規定した。

利用者アンケートの結果が、事業
報告書で報告されていない。

（２）群馬県福祉マンパワーセンター（指定管理者：（社福）群馬県社会福祉協議会）

意見 改善措置

① 利用者数目標の設定について 平成２１年４月１日に締結した平成２１年度の年度協定書において、
（３－４－１０頁） 利用者数目標を設定した。

目標管理の一環として、重要指標
である利用者数目標が設定できてい
ない。

② アンケート等の有効活用について 平成２１年３月３０日に締結した平成２１年度から平成２３年度の基
（３－４－１０頁） 本協定書において、利用者アンケート結果の報告について規定した。

利用者アンケートの結果が、事業
報告書で報告されていない。
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監査対象：健康福祉部 障害政策課

（１）群馬県立点字図書館（指定管理者：（社福）群馬県社会福祉事業団・（社）群馬県視覚障害者福祉協会）

意見 改善措置

① 利用者数目標の設定について これまでの実績を踏まえて、平成２１年度の利用者数目標を設定する
（３－４－１２頁） とともに、月例報告をもとに適切に管理することとした。

提示された利用者数目標と実績の
対比表において、平成１７年度以
降、毎年設定されている目標利用者
数が前年度実績を大幅に下回るよう
に設定されている状況が、示されて
いたが、報告数値に間違いがあるこ
とが判明した。目標管理は、指定管
理に対する管理方法として極めて重
要な管理方法であるが、基礎的な部
分での過誤であり、目標管理意識の
浸透が必要である。県民サービス・
満足度向上の重要指標のひとつであ
る利用者数目標の、適切な設定と管
理の充実が望まれる。

② アンケート等の実施状況について 平成２１年度からアンケート調査を実施する。
（３－４－１３頁）

アンケートを実施していないが、
施設に対する要望等を入手するため
にアンケート等を実施していくこと
が望まれる。

③ 指定管理者制度導入によるコスト 平成２０年度にコストの削減について再検証し、平成２１年度から事
増加について 務的経費を引き下げた。

（３－４－１３頁）
指定管理者制度を導入したことに

より県の管理費用が増加している
が、指定管理者制度の導入のひとつ
の目的がコストの削減であることを
考えると、コスト増を吸収する方法
がなかったかどうか再検証すること
が必要である。

（２）群馬県立ふれあいスポーツプラザ（指定管理者：（社福）群馬県社会福祉事業団）

意見 改善措置

① 利用者数目標の設定について これまでの実績を踏まえて、平成２１年度の利用者数目標を設定する
（３－４－１４頁） とともに、月例報告をもとに適切に管理することとした。

利用者数目標が設定されていな
い。住民・利用者満足度測定の面か
らも重要な指標である、利用者数目
標を設定し、目標達成に向け管理し
て行くことが必要である。

② アンケート等の有効活用について 平成２１年３月３１日に締結した平成２１年度から平成２３年度の基
（３－４－１５頁） 本協定書において、利用者アンケート結果の報告について規定した。

利用者のアンケート結果が、事業



- 31 -

報告書で報告されていない。

（３）群馬県聴覚障害者コミュニケーションプラザ（指定管理者：（社福）群馬県社会福祉事業団）

意見 改善措置

① 指定管理者制度導入によるコスト 平成２０年度にコストの削減について再検証し、平成２１年度から事
増加について 務的経費を引き下げた。

（３－４－１６頁）
指定管理者制度を導入したことに

より県の管理費用が増加している
が、指定管理者制度の導入のひとつ
の目的がコストの削減であることを
考えると、コスト増を吸収する方法
がなかったかどうか再検証すること
が望まれる。

（４）群馬県立ゆうあいピック記念温水プール（指定管理者：（社福）群馬県社会福祉事業団）

意見 改善措置

① 収支計算書の表示について 平成２０年度収支報告書から、他会計からの繰入金収入が生じる場合
（３－４－１７頁） には、事業報告書の収支計算書においてその旨が明確になるよう、注記

事業報告書の収支計算書上、他会 等を利用して表示を工夫するよう指導した。
計からの繰入金収入が計上されてい
るが、収支差額の不足である旨が明
確になるように表示を工夫する必要
がある。

② 多額の欠損について 本案件は、指定管理者となった団体の年度途中の人事異動が主な要因
（３－４－１７頁） であった。

予算規模に比して、人件費の増大 指定管理者の予算管理が適切に行われるよう、収支状況について適宜
による多額の欠損が生じている。 確認することとした。

③ アンケート等の有効活用について 平成２１年３月３１日に締結した平成２１年度から平成２３年度の基
（３－４－１７頁） 本協定書において、利用者アンケート結果の報告について規定した。

利用者のアンケート結果が、事業
報告書で報告されていない。
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監査対象：環境森林部 自然環境課

（１）つつじが岡公園（花山部分）（指定管理者：館林市）

意見 改善措置

① 公園としての一体管理について 複合施設としての一体管理方式については、次回選定前までに施設の
（３－４－１９頁） あり方と合わせて検討する。また、３施設の連携を図る目的で平成２１

県の異なる管理部局の元に以下の 年１月に「つつじが岡公園活性化会議」を設置した。
３つの施設に区分してそれぞれ異な
る管理者に管理されている。公園全
体を一体としての一元的な管理・整
備の方法を検討すべきである。

（２）群馬県クレー射撃場（指定管理者：日本装弾（株））

意見 改善措置

① 指定管理者の経営状況・業務継続 毎年度の事業報告書に、指定管理者の経営状況等を把握するための資
能力等の把握（決算書の入手等）不 料（決算書等）を添付させることとした。
足について

（３－４－２０頁）
基本協定書では指定管理者の経営

状況に関する資料の提出を求めてい
ないが、指定管理業務を指定管理者
が安定的に運営できるか、業務継続
能力を継続的にモニタリングするた
めには指定管理者の経営状況等を把
握する資料（決算書等）を、指定管
理者選定時以外にも、定期的に入手
しチェックすることが必要である。

② 指定管理者交代に伴うモラル低下 監査意見の趣旨を踏まえて、モラル低下の防止に努め、指定管理期間
の防止について 終了時まで適切に管理運営された。

（３－４－２１頁）
指定管理者の残任期間中のモラル
ハザードに留意する必要がある。

③ 施設のあり方について 県内の民間施設の利用により設置目的の達成が可能であるかを含め、
（３－４－２１頁） 次回選定までに、施設のあり方を検討する。

民間施設の利用により設置目的の
達成は可能と考えられ、県がクレー
射撃場を所有する意味合いは薄いと
考えられる。

（３）群馬県野鳥の森施設（指定管理者：安中市）

意見 改善措置

① 指定管理者選定理由について 次回選定時において、選定理由が合理的かつわかりやすい内容となる
（３－４－２２頁） よう工夫する。

指定管理者の選定理由に疑問があ
る。

② 施設のあり方について 利用者が漸減傾向にあることから、ＰＲや地域観光施設との連携等を
（３－４－２２頁） 強化することにより利用者の増加を図るとともに、次回選定時までに施
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国有地の一部を県が借り上げ、本 設のあり方について検討する。
施設が設置されている形態及び利用
者が少数である現状を鑑み、施設の
あり方そのものを検討する余地があ
ると思われる。
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監査対象：環境森林部 緑化推進課

（１）伊香保森林公園（指定管理者：渋川市）

意見 改善措置

① 非公募理由の妥当性について 次回の指定管理者選定時については公募とする。
（３－４－２４頁）

指定管理者制度の導入当初に非公
募により指定管理者選定している。
また平成２１年度の２度目の選定で
も非公募としているが、公募による
指定管理者選定の可能性を十分に検
討されたい。

② アンケート等の有効活用について 平成２１年度からの基本協定書において、業務仕様書に利用者アンケ
(３－４－２５頁） ート等の実施並びにアンケート結果及び業務改善への反映状況の報告を

利用者満足度調査のために雑記帳 明記した。また、事業報告書の様式を改訂し、利用満足度調査結果概要
を設置しているが、記載内容を十分 についても報告を受けることとした。
に検討されていなく、また事業報告
書により県に報告もなされていな
い。

（２）赤城森林公園、赤城ふれあいの森（指定管理者：群馬県森林組合連合会）

意見 改善措置

① 統一的な愛称の検討について 赤城森林公園及び赤城ふれあいの森の全域を、通称として「赤城森林
（３－４－２６頁） 公園」に一本化し、あかぎ木の家、キャンプ施設やローラー滑り台など

赤城森林公園・赤城ふれあいの森 施設が集中する場所を「ふれあいの森」区域とする。
は、隣接地域にあり、地理的にも一
体化しており、設置条例も、指定管
理者の選定も、一本になっている。
このような実態に合わせて、二つの
別々の施設であるかのような印象を
与える名称を一本化する等の工夫が
望まれる。

② アンケート等の実施状況について 平成２１年度からの基本協定書において、業務仕様書に利用者アンケ
（３－４－２６頁） ート等の実施並びにアンケート結果及び業務改善への反映状況の報告を

利用者の要望等を把握するために 明記した。また、事業報告書の様式を改訂し、利用満足度調査結果概要
アンケート等の施策が取られていな についても報告を受けることとした。
いが、施設の利用促進、利用者満足
度の向上のためにアンケート等を実
施することが望まれる。

（３）さくらの里（指定管理者：（社）群馬県林業公社）

意見 改善措置

① アンケート等の有効活用について 平成２１年度からの基本協定書において、業務仕様書に利用者アンケ
（３－４－２７頁） ート等の実施並びにアンケート結果及び業務改善への反映状況の報告を

施設の利用促進、利用満足度の向上 明記した。また、事業報告書の様式を改訂し、利用満足度調査結果概要
のためにアンケート等が実施されてい についても報告を受けることとした。
るが、事業報告書に報告記載されてい
ない。
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（４）桜山森林公園（指定管理者：藤岡市）

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置

① 区分経理が適切に行われていない 平成２０年度の実績報告書の収支報告書において、区分経理して報告
ことについて するよう指導徹底した。

（３－４－２８頁）
県有施設と市有施設の両方を藤岡

市が維持管理しているが、事業報告
書に記載されている収支報告は県有
施設、市有施設両方で要した収支と
なっており、基本協定書で区分経理
を要求していることに対して違反し
ている。

意見 改善措置

① アンケート等の実施状況について 平成２１年度からの基本協定書において、業務仕様書に利用者アンケ
（３－４－２９頁） ート等の実施並びにアンケート結果及び業務改善への反映状況の報告を

利用者の要望等を把握するために 明記した。また、事業報告書の様式を改訂し、利用満足度調査結果概要
アンケート等の施策が取られていな についても報告を受けることとした。
いが、施設の利用促進、利用者満足
度の向上のためにアンケート等を実
施することが望まれる。

② 施設のあり方について 次回選定時までに、藤岡市の意見も踏まえて、施設のあり方を検討す
（３－４－２９頁） る。

桜山森林公園は藤岡市所有の土地
に県が施設を整備して藤岡市を指定
管理者として維持管理しているが、
藤岡市の施設として維持管理するほ
うが合理的であると考えられる。

（５）みかぼ森林公園（指定管理者：（社）群馬県林業公社）

意見 改善措置

① アンケート等の有効活用について 平成２１年度からの基本協定書において、業務仕様書に利用者アンケ
（３－４－３０頁） ート等の実施並びにアンケート結果及び業務改善への反映状況の報告を

施設の利用促進、利用満足度の向 明記した。また、事業報告書の様式を改訂し、利用満足度調査結果概要
上のためにアンケート等が実施され についても報告を受けることとした。
ているが、事業報告書に報告記載さ
れていない。

（６）２１世紀の森（指定管理者：利根沼田森林組合）

意見 改善措置

① アンケート等の実施状況について 平成２１年度からの基本協定書において、業務仕様書に利用者アンケ
(３－４－３１頁） ート等の実施並びにアンケート結果及び業務改善への反映状況の報告を

利用者の要望等を把握するために 明記した。また、事業報告書の様式を改訂し、利用満足度調査結果概要
アンケート等が実施されていない についても報告を受けることとした。
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が、施設の利用促進、利用満足度の
向上のためにアンケート等を実施す
ることが望まれる。
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監査対象：農政部 蚕糸園芸課

（１）群馬県立日本絹の里（指定管理者：（財）群馬県蚕糸振興協会）

意見 改善措置

① 予算管理の徹底について 平成２０年度に管理運営体制や事業内容の見直しについて検討し、平
（３－４－３２頁） 成２１年度の管理費用の削減を行った。

予算管理を徹底することにより、
費用の削減に尽力する必要がある。

（２）群馬県水産学習館（指定管理者：（財）群馬県公園緑地協会）

意見 改善措置

① つつじが岡公園との一体管理につ 複合施設としての一体管理方式については、次回選定時までに、施設
いて のあり方と合わせて検討する。また、３施設の連携を図る目的で平成２

（３－４－３３頁） １年１月に「つつじが岡公園活性化会議」を設置した。
県の異なる管理部局の元に以下の

３つの施設に区分してそれぞれ異な
る管理者に管理されている。公園全
体を一体としての一元的な管理・整
備の方法を検討することが望まれ
る。

② 協定書・計画書と報告書の項目不 平成２０年度の事業報告書から、調査研究業務の実施状況を記載する
一致について よう指導した。

（３－４－３４頁）
協定書・計画書に謳われている調

査研究業務が、事業報告書において
は、報告項目としても支出項目とし
ても記載されていない。

③ 利用者数目標の設定について 平成２１年度事業計画書に利用者数の目標値を記載した。
（３－４－３４頁）

重要な指標である利用者数の目標
値設定ができていないので、事業計
画において明確な目標値を設定する
必要がある。

（３）ぐんまフラワーパーク（指定管理者：（株）ぐんまフラワー管理）

意見 改善措置

① 管理費用の見積もり方式について 次回選定時までに、管理費用の積算について、各管理業務毎の市場価
（３－４－３５頁） 格との比較に基づいた積算方式の導入など、より市場価格が反映される

管理費用が多額に見積もられてい 仕組みを検討する。
た可能性がある。市場価格を反映さ
せる方式の導入を検討する必要があ
る。

② 利用者数の減少について 平成２０年度は内部アンケートに加え、外部調査会社に委託して実施
（３－４－３６頁） した。平成２１年度も継続して実施するとともに、個別事業についても

指定管理者導入後、入場者数が減 アンケートを実施し、来園者の満足度を検証し、その結果を事業計画に
少傾向にあり、住民満足度の向上の 反映させるよう指導する。
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観点からの検証が必要である。
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監査対象：農政部 畜産課

（１）群馬県馬事公苑

意見 改善措置

① 施設の所管課について 平成２１年度に、農政部内に「農政部所管指定管理者制度導入施設の
（３－４－３８頁） あり方検討会」を設置し、より相応しい所管課の検討を含め、将来のあ

群馬県馬事公苑は現在畜産課が所 り方について検討する。
管しているが、施設の設置目的（動
物愛護精神・乗馬技術の向上）等を
考慮したときに、より相応しい所管
課があるのかどうか検討の余地があ
る。
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監査対象：産業経済部 労働政策課

（１）群馬県勤労福祉センター（指定管理者：（財）群馬県勤労福祉センター）

意見 改善措置

① 指定管理者の業務継続能力につい 平成２１年７月から正規職員を１名増員し２名体制とする。
て また、現在ある「危機管理マニュアル」の見直しを行うとともに、指

（３－４－３９頁） 定管理に係る業務内容についても、新たにマニュアルを作成し、緊急の
指定管理者である財団法人群馬県 場合にどの職員でも対応できる体制を整備する。

勤労福祉センターは常勤職員が１名
しかおらず他は非常勤職員と県から
の派遣職員となっているが、常勤職
員に不測の事態が生じた場合も想定
して対応できるようにしておくこと
が必要である。
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監査対象：産業経済部 観光物産課

（１）宝台樹キャンプ場（指定管理者：武尊山観光開発（株））

意見 改善措置

① 施設の一体管理の可能性について 監査意見を踏まえ、次回選定までに宝台樹スキー場との一体的な管理
（３－４－４０頁） を含め、施設のあり方について検討する。

宝台樹キャンプ場と宝台樹スキー
場は同じ指定管理者により管理運営
されていることや、一体管理によっ
て年間を通じて利用可能な施設の運
営となるため、一体管理によるメリ
ットを十分に検討されたい。

② 非公募理由の妥当性について 次回選定時までに、非公募理由の妥当性や公募の可能性について検討
（３－４－４１頁） し、結論を出す。

宝台樹キャンプ場の指定管理者は
非公募により選定されているが、非
公募としている理由が十分とは考え
られないため公募による選定につい
て再検討が望まれる。

③ 利用料金の積算根拠が不明確であ 当該施設の中には、指定管理者所有の有料設備もあることから、県内
ることについて 同業者の料金も参考にして、次回選定時までに、テントサイトの貸出料

（３－４－４１頁） 金の積算について検討する。
テントサイトの貸出料金の積算根
拠が不明確であるので、施設の維持
費等を考慮し貸出料金を積算し適切
な受益者負担を求めることが望まれ
る。

④ 仕様協議と選定手続きについて 次回選定時までに、公募によるものと同様の取扱いで、適切な管理運
（３－４－４１頁） 営を行うために十分な取決めを定めた仕様書を作成する。

指定管理者の選定が非公募により
行われるとしても、選定に当たって
は公募によるのと同様の観点から、
協定書や仕様書の作成を通して、指
定管理者の的確性について検討を加
え、選定された者が指定管理業務を
実行できるかどうかを判断すべきで
あるが、この過程が十分活用できて
いるのか疑問である。

⑤ 事業報告書の報告内容の不足につ 平成２０年度の事業報告書の項目を事業計画書の項目に一致させるよ
いて う指導した。

（３－４－４２頁）
事業計画書で取り組むこととされ

ている項目に対して、事業報告書で
の報告項目が十分ではない。

（２）宝台樹スキー場（指定管理者：武尊山観光開発（株））

意見 改善措置

① 施設の一体管理の可能性について 監査意見を踏まえ、次回選定までに、宝台樹キャンプ場との一体的な
（３－４－４３頁） 管理を含め、施設のあり方について検討する。

宝台樹キャンプ場と宝台樹スキー
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場は同じ指定管理者により管理運営
されていることや、一体管理によっ
て年間を通じて利用可能な施設の運
営となるため、一体管理によるメリ
ットを十分に検討されたい。

② 非公募理由の妥当性について 次回選定時までに非公募理由の妥当性や公募の可能性について検討
（３－４－４４頁） し、結論を出す。

宝台樹スキー場の指定管理者は非
公募により選定されているが、非公
募としている理由が十分とは考えら
れないため公募による選定について
再検討が望まれる。

③ 指定管理者制度導入によるコスト 次回選定までに、管理費用について利用者へのサービスや満足度の向
増加について 上との兼ね合いの中で再検証を行い、指定管理料の合理性について検討

（３－４－４４頁） する。
指定管理者制度を導入したことに

より県の管理費用が増加している
が、指定管理者制度の導入のひとつ
の目的がコストの削減であることを
考えると、コスト増を吸収する方策
がなかったかどうか再検証すること
が望まれる。

④ 仕様協議と選定手続きについて 次回選定時までに、公募によるものと同様の取扱いで、適切な管理運
（３－４－４５頁） 営を行うために十分な取決めを定めた仕様書を作成する。

指定管理者の選定が非公募により
行われるとしても、選定に当たって
は公募によるのと同様の観点から、
協定書や仕様書の作成を通して、指
定管理者の的確性について検討を加
え、選定された者が指定管理業務を
実行できるかどうかを判断すべきで
あるが、この過程が十分活用できて
いるのか疑問である。

⑤ 事業報告書の報告内容の不足につ 平成２０年度の事業報告書の項目を事業計画書の項目に一致させるよ
いて う指導した。

（３－４－４５頁）
事業計画書で取り組むこととされ

ている項目に対して、事業報告書で
の報告項目は十分ではない。

（３）武尊牧場スキー場（指定管理者：武尊山観光開発（株））

意見 改善措置

① 非公募理由の妥当性について 次回選定時までに、非公募理由の妥当性や公募の可能性について検討
（３－４－４７頁） し、結論を出す。

武尊牧場スキー場の指定管理者は
非公募により選定されているが、非
公募としている理由が十分とは考え
られないため公募による選定につい
て再検討が望まれる。

② 指定管理者制度導入によるコスト 次回選定までに、管理費用について、利用者へのサービスや満足度の
増加について 向上との兼ね合いの中で再検証を行い、指定管理料の合理性について検
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（３－４－４８頁） 討する。
指定管理者制度を導入したことに

より県の管理費用が増加している
が、指定管理者制度の導入のひとつ
の目的がコストの削減であることを
考えると、コスト増を吸収する方策
がなかったかどうか再検証すること
が望まれる。

③ 仕様協議と選定手続きについて 次回選定時までに、公募によるものと同様の取扱いで、適切な管理運
（３－４－４８頁） 営を行うために十分な取決めを定めた仕様書を作成する。

指定管理者の選定が非公募により
行われるとしても、選定に当たって
は公募によるのと同様の観点から、
協定書や仕様書の作成を通して、指
定管理者の的確性について検討を加
え、選定された者が指定管理業務を
実行できるかどうかを判断すべきで
あるが、この過程が十分活用できて
いるのか疑問である。

④ 事業報告書の報告内容の不足につ 平成２０年度の事業報告書の項目を、事業計画書の項目に一致させる
いて よう指導した。

（３－４－４９頁）
事業計画書で取り組むこととされ

ている項目に対して、事業報告書で
の報告項目は十分ではない。

（４）川場キャンプ場（指定管理者：川場村）

意見 改善措置

① 非公募理由の妥当性について 次回選定時までに、非公募理由の妥当性や公募の可能性について検討
（３－４－５０頁） し、結論を出す。

川場キャンプ場の指定管理者は非
公募により選定されているが、非公
募としている理由が十分とは考えら
れないため公募による選定について
再検討が望まれる。

② 利用料金の設定方法について 当該施設の中には、指定管理者所有の有料設備もあることから、県内
（３－４－５１頁） 同業者の料金も参考にして、次回選定時までに利用料金の妥当性につい

施設の利用料金は周辺の類似施設 て検討する。
の料金を参考に設定されているが、
当該施設の維持管理コストの観点か
ら積算し、適正な受益者負担を求め
ていくことが望まれる。

③ 仕様協議と選定手続きについて 次回選定時までに、公募によるものと同様の取扱いで、適切な管理運
（３－４－５１頁） 営を行うために十分な取り決めを定めた仕様書を作成する。

指定管理者の選定が非公募により
行われるとしても、選定に当たって
は公募によるのと同様の観点から、
協定書や仕様書の作成を通して、指
定管理者の的確性について検討を加
え、選定された者が指定管理業務を
実行できるかどうかを判断すべきで
あるが、この過程が十分活用できて
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いるのか疑問である。

④ 事業報告書の報告内容の不足につ 平成２０年度の事業報告書の項目を実施計画書の項目に一致させるよ
いて う指導した。

（３－４－５１頁）
事業計画書で取り組むこととされ

ている項目に対して、事業報告書で
の報告項目は十分ではない。

⑤ アンケート等の実施状況について 平成２１年度からアンケート調査を実施する。
（３－４－５２頁）

利用者の要望等を把握するために
アンケート等の施策が取られていな
いが、施設の利用促進、利用者満足
度向上のためにアンケート等を実施
することが望まれる。

（５）河川敷運動場・園地

（５）－１利根川河川境運動場（指定管理者：伊勢崎市）

（５）－２利根川河川尾島児童園地（指定管理者：太田市）

（５）－３利根川河川尾島運動場（指定管理者：太田市）

（５）－４烏川河川玉村運動場（指定管理者：玉村町）

意見 改善措置

① アンケート等の実施状況について 平成２１年度から、管理事務所が設置されている施設についてはアン
（３－４－５５頁） ケート調査を実施する。設置されていない施設について、利用者の要望

利用者の要望等を把握するために 等を把握する方法を検討する。
アンケート等の実施の施策が取られ
ていないが、施設の利用促進、利用
者満足度の向上のためにアンケート
等を実施することが望まれる。

② 施設のあり方について 次回の選定時までに、地元市町村の意向や国土交通省（河川事務所）
（３－４－５５頁） の考え方等を踏まえた上で、施設のあり方について検討する。

河川運動場は地元市町村に密着し
た施設の色彩が強いことから、指定
管理者としてではなく、より直接的
に自主的に、地元市町村によって運
営されることが実態に即した利用方
法と考えられる。
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監査対象：県土整備部 都市計画課

（１）敷島公園（指定管理者：（財）群馬県公園緑地協会）

意見 改善措置

① 個別施設単位の予算管理について 平成２１年度の収支計画書から、個々のスポーツ施設単位での予算を
（３－４－５７頁） 設定させ、管理を徹底することとした。

個別施設単位の予算管理が徹底で
きていない。

② 利用者数目標の設定について 平成２１年度の事業計画書から、公園利用者数の計画目標を設定し
（３－４－５７頁） た。

目標管理の一環として、行動に直
結しやすくわかりやすい重要な数値
目標である、利用者数目標が設定で
きていない。

（２）金山総合公園（指定管理者：山梅造園土木・ケービックスグループ（３社））

意見 改善措置

① 利用者数目標の設定について 平成２１年度の事業計画書から、公園利用者数の計画目標を設定し
（３－４－５８頁） た。

目標管理の一環として、行動に直
結しやすくわかりやすい重要な数値
目標である、利用者数目標が設定で
きていない。

② 指定管理者の経営状況・業務継続 事業報告書（平成２０年度分から）の添付資料として、指定管理者の
能力等の把握（決算書の入手等）不 決算書を毎年入手し経営状況を把握する。
足について

（３－４－５９頁）
県は指定管理者そのものの決算書
等を選定時以外に入手していない
が、指定管理者の業務継続能力、経
営の安全性、安定性をモニタリング
する上で、毎年継続的に決算書等を
入手しチェックすることが望まれ
る。

（３）観音山ファミリーパーク（指定管理者：ＮＰＯ法人ＫＦＰ友の会）

意見 改善措置

① 利用者数目標の設定について 平成２１年度の事業計画書から、公園利用者数の計画目標を設定し
（３－４－６０頁） た。

目標管理の一環として、行動に直
結しやすくわかりやすい重要な数値
目標である。利用者数目標が設定で
きていない。
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監査対象：企業局 財務管理課

（１）ゴルフ場

（１）－１上武ゴルフ場（指定管理者：スバルリビングサービス（株）群馬事業所）

（１）－２玉村ゴルフ場（指定管理者：（株）三商）

（１）－３前橋ゴルフ場（指定管理者：ライジングプロモーション（株））

（１）－４板倉ゴルフ場（指定管理者：（株）東急リゾートサービス）

意見 改善措置

① 指定管理者の経営状況・業務継続 平成２１年度から、事業年度終了後３カ月以内に法人全体の決算書を
能力等の把握（決算書の入手等）不 提出させることとし、業務遂行の安定性を検証する。
足について

（３－４－６２頁）
県は指定管理者そのものの決算書
等を選定時以外に入手していない
が、指定管理者の業務継続能力、経
営の安全性、安定性をモニタリング
する上で、毎年継続的に決算書等を
入手しチェックすることが望まれ
る。

② 区分経理について 平成２１年度からは、収支状況報告書の適正性を検証するため、会計
（３－４－６３頁） 監査を実施する。監査に当たっては、企業局内部で、公認会計士である

指定管理者が、自社の事業の一部 評価委員を加えた形で専門のチームを組織する。
として、指定管理事業を実施してい
る場合には、自社全体に係る共通費
の配分等の適正性を検証するのが困
難である。

（２）ウエストパーク１０００（指定管理者：（財）高崎市都市整備公社）

意見 改善措置

① 利用料金制への移行可能性につい 近隣駐車場の増加、大規模な駐車場を有したショッピングモールの増
て 加による街中買い物客の減少により、平成１９年度から急激に料金収入

（３－４－６４頁） が減少している。
ウエストパーク１０００は現在指 利用料金制への移行は、こうした状況の推移を見ながら検討する。

定管理料方式を採用しているが、施
設の規模や性格から利用料金制への
移行も可能と思われるので検討され
たい。
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監査対象：教育委員会 生涯学習課

（１）群馬県青少年会館（指定管理者：（財）群馬県青少年会館）

意見 改善措置

① 非公募理由の妥当性について 次回選定時までに、非公募理由の妥当性や公募の可能性について検討
（３－４－６５頁） し、結論を出す。

群馬県青少年会館の指定管理者は
非公募により選定されているが、非
公募理由から考えると公募による選
定も可能ではないかと思われるの
で、公募による選定の道を模索され
たい。

② 利用料金の設定方法について 次回選定時までに、維持管理コストを検証し、教育施設としての利用
（３－４－６６頁） 料金のあり方について検討する。

「青少年会館」の利用料金は原価
の積上げ計算により設定されたので
はなく、他県の状況や他施設の状況
と比較して設定されている。維持管
理コストの面も考慮のうえ利用料金
を設定されることが望まれる。



- 48 -

監査対象：教育委員会 スポーツ健康課

（１）群馬県総合スポーツセンター伊香保リンク（指定管理者：渋川市）

意見 改善措置

① 非公募理由の妥当性について 次回選定時までに、非公募理由の妥当性や公募の可能性について検討
（３－４－６７頁） し、結論を出す。

現在非公募により指定管理者を選
定しているが、公募により指定管理
者を選定する可能性を模索された
い。

② 使用料の設定方法について 次回選定時までに、維持管理コストを検証し、スポーツ施設としての
（３－４－６８頁） 使用料のあり方について検討する。

施設の使用料の設定は、平成１２
月４月から見直しや変更がされてい
ない。維持コストを考慮した利用料
金の設定が望まれる。

（２）群馬県ライフル射撃場（指定管理者：群馬県ライフル射撃協会）

意見 改善措置

① 利用料金の設定方法について 次回選定時までに、維持管理コストを検証し、スポーツ施設としての
（３－４－６９頁） 利用料金のあり方について検討する。

利用料金の設定方法が不明確であ
り、利用者が限定的であることを考
慮すると、より一層受益者負担を求
めていくことが望まれる。

② 指定管理者の経営状況・業務継続 事業報告書（平成２０年度分から）の添付資料として、毎年度指定管
能力等の把握（決算書の入手等）不 理者の決算書を入手し、経営状況の把握を行う。
足について

（３－４－６９頁）
県は指定管理者そのものの決算書
等を選定時以外に入手していない
が、指定管理者の業務継続能力、経
営の安全性、安定性をモニタリング
する上で、毎年継続的に決算書等を
入手しチェックすることが望まれ
る。

③ 施設のあり方について 次回選定時までに、施設のあり方について検討する。
（３－４－７０頁）

ライフル射撃競技人口を考慮する
と、県民全体の負担で競技場を所有
することに合理性があるか疑問であ
る。競技団体への譲渡等も踏まえ
て、そのあり方の検討が望まれる。


